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�愛媛県告示第８２２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２５条の規定により告示する。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２０号
次のとおり落札者を決定した。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定により、次のとおり指定公金事務取扱者に公金事務を委託した。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

令和６年度サーベイメータ及びデジ
タル式警報線量計保守点検業務
一式

愛媛県県民環境部
防災局原子力安全
対策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和６年８月２０日

株式会社千代田テクノ
ル
大阪営業所
大阪府吹田市江坂町二
丁目１番４３号

８９，１００，０００円 一般競争入札 令和６年７月９日

名 称 住所又は事務所の所在地 委託した公金事務 指 定 日 委託をした日 委 託 期 間

伊予鉄総合企画株式会社 愛媛県松山市三番町四丁目９
番地５

医療施設食材費高騰対策応援
金支給業務 令和６年６月２８日 令和６年６月２８日

令和６年６月２８日から

令和６年１０月３１日まで

毎週（火・金）曜日発行 第５３９号 令和６年８月３０日

令和６年８月３０日金曜日 第５３９号



愛 媛 県 報令和６年８月３０日 第５３９号

５８１

��������������

��������������

��������������

（愛媛県東予地方局農林水産振興部今治支局水産課管内）

宮窪加入区

（愛媛県中予地方局農林水産振興部水産課管内）

伊予加入区

（愛媛県南予地方局農林水産振興部水産課管内）

下灘第二加入区

（愛媛県南予地方局農林水産振興部八幡浜支局水産課管内）

長浜加入区

�������
�愛媛県告示第８２３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（令和２年９月愛媛県告示第９８５号）による保険

に付すべき義務は、令和６年８月２９日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２５

条の規定により告示する。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

（愛媛県東予地方局農林水産振興部今治支局水産課管内）

宮窪加入区

（愛媛県中予地方局農林水産振興部水産課管内）

伊予加入区

（愛媛県南予地方局農林水産振興部水産課管内）

下灘第二加入区

（愛媛県南予地方局農林水産振興部八幡浜支局水産課管内）

長浜加入区

�愛媛県告示第８２４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８２５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和６年８月３０日

愛媛県中予地方局長 矢 野 悌 二

�愛媛県告示第８２６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和６年８月３０日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－２）第１００８８号 令和２年
９月１５日 藤岡建設㈱ 藤岡 一貴 西条市周布１７５８－３ 令和６年

７月８日 板金工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１）第７０７４号 令和２年
３月２１日 池田機工㈱ 浮田 実 西条市新田４７－２ 令和６年

７月１２日
管工事業
機械器具設置工事業 建設業の廃止

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

６中局建（開）第１３号

令和６年８月２０日
伊予郡松前町大字中川原字�西９６７番１

松山市針田町１２５番地８
エスペランサ針田２０１号
間 嶋 亮 太
間 嶋 美 香

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社アコンプリシー デイサービス 笑歩会 大洲 愛媛県大洲市徳森字小鳥越２６２３番地３ 令和６年７月１日 通所介護
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公 告

�愛媛県告示第８２７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和６年８月３０日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県告示第８２８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

令和６年８月３０日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県告示第８２９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和６年８月３０日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県告示第８３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき令和６年７月１３日から８月１１日までの間に実施した技能検定の合格者は、次のとお

りである。

令和６年８月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

一般社団法人 宇和島医師会 宇和島医師会訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市桜町１番５０号 令和６年７月３１日 訪問看護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

一般社団法人 宇和島医師会 宇和島医師会訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市桜町１番５０号 令和６年７月３１日 介護予防訪問看護

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００６０２ 一般社団法人宇和島医
師会

愛媛県宇和島市桜町１
番５０号 竹 田 一 彦 生活介護 医師会通所看護さくら

まち
愛媛県宇和島市桜町１
番５０号

令和６年
７月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 河辺小田線
大洲市河辺町川崎１３６９番２から

同町川崎１３６５番まで

旧 ４．２～９．９ ０．０６６

新 ４．７～１２．９ ０．０６６
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造園（造園工事作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ｂ １

機械加工（普通旋盤作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｃ １

機械加工（マシニングセンタ作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

機械検査（機械検査作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ｃ １

建築大工（大工工事作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４

Ａ甲 １５ Ｂ １ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４

左官（左官作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８

Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５

Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２

Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２５ Ａ甲 ２６ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２８

Ａ甲 ２９ Ａ甲 ３０ Ａ甲 ３１ Ａ甲 ３２ Ａ甲 ３３ Ａ甲 ３４
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人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７―１２７２
職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則及び教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

令和６年８月３０日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則及び教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則

（職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６２）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

Ｂ ２ Ｂ ３

フラワー装飾（フラワー装飾作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４

Ａ甲 １５ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ｂ １

改 正 後 改 正 前

（帳簿の作成）

第３９条 任命権者は、特殊勤務従事簿（様式第１号）、有害ガス発

生業務等従事命令簿（様式第３号）、警察職員特殊勤務従事簿

（様式第６号）、夜間特殊作業従事簿（様式第６号の２）、死体

取扱作業従事簿（様式第６号の３）、緊急業務処理作業従事簿

（様式第６号の４）、術科指導従事命令簿（様式第７号）、漁労

従事簿（様式第８号）、夜間看護業務従事命令簿（様式第９

号）、潜水作業従事命令簿（様式第１４号）、用地交渉等業務従事

簿（様式第１４号の２）、航空業務従事命令簿（様式第１７号）及び

災害応急作業等従事簿（様式第１８号）を作成し、必要な事項を記

入し、かつ、これを保管しなければならない。ただし、任命権者

の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職員

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもつ

て特殊勤務従事簿、有害ガス発生業務等従事命令簿、漁労従事

簿、夜間看護業務従事命令簿、潜水作業従事命令簿、用地交渉等

業務従事簿、航空業務従事命令簿及び災害応急作業等従事簿の作

成、記入及び保管に代えることができる。

（帳簿の作成）

第３９条 任命権者は、特殊勤務従事簿（様式第１号）、有害ガス発

生業務等従事命令簿（様式第３号）、警察職員特殊勤務従事簿

（様式第６号）、夜間特殊作業従事簿（様式第６号の２）、死体

取扱作業従事簿（様式第６号の３）、緊急業務処理作業従事簿

（様式第６号の４）、術科指導従事命令簿（様式第７号）、漁労

従事簿（様式第８号）、夜間看護業務従事命令簿（様式第９

号）、潜水作業従事命令簿（様式第１４号）、用地交渉等業務従事

簿（様式第１４号の２）、航空業務従事命令簿（様式第１７号）及び

災害応急作業等従事簿（様式第１８号）を作成し、必要な事項を記

入し、かつ、これを保管しなければならない。ただし、任命権者

の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職員

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもつ

て特殊勤務従事簿、有害ガス発生業務等従事命令簿

、夜間看護業務従事命令簿、潜水作業従事命令簿、用地交渉等

業務従事簿、航空業務従事命令簿及び災害応急作業等従事簿の作

成、記入及び保管に代えることができる。

改 正 後 改 正 前

（帳簿の作成）

第１１条 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、定時制課程

兼務、通信制課程の添削及び面接指導従事実績簿（様式第１

号）、多学年学級担当授業又は指導実績簿（様式第２号）、特殊

勤務手当等整理簿（様式第３号）、教員特殊業務従事簿（様式第

（帳簿の作成）

第１１条 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、定時制課程

兼務、通信制課程の添削及び面接指導従事実績簿（様式第１

号）、多学年学級担当授業又は指導実績簿（様式第２号）、特殊

勤務手当等整理簿（様式第３号）、教員特殊業務従事簿（様式第
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附 則

この規則は、令和６年９月１日から施行する。

４号）、教育業務連絡指導従事簿（様式第５号）及び特別支援教

育業務従事簿（様式第６号）を作成し、必要な事項を記入し、か

つ、これを保管しなければならない。ただし、任命権者の指定す

る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と教育職員の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもつて定

時制課程兼務、通信制課程の添削及び面接指導従事実績簿、多学

年学級担当授業又は指導実績簿、教員特殊業務従事簿、教育業務

連絡指導従事簿及び特別支援教育業務従事簿の作成、記入及び保

管に代えることができる。

４号）、教育業務連絡指導従事簿（様式第５号）及び特別支援教

育業務従事簿（様式第６号）を作成し、必要な事項を記入し、か

つ、これを保管しなければならない。

令和６年８月３０日 発行


